









1086社，北陸600社の企業に「 I T化と事業創造」のテーマでアンケートを 2
月に実施した。中国では急速にインターネット，携帯電話といった I T機器等
が普及している。人口が米国の5倍，日本の10倍に達するため，普及数で日本
を抜き，米国を超えるのも時間の問題であるO このような I T化は女性に新た
な職場，家庭生活を与えた。空港の近くに住む女性がインターネットを使って
花屋を始め，このインターネットと宅配サービスのビジネスは成功を収めた
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く， 1980年代の世界経済において米国を圧倒する成功に繋がった。
しかし，中小企業には 2 番目の重要性がある。それが，ベンチャ一事業創造















た。しかし， 1980年代以降，多くの製品は I C が組み入れられることによって
急速にソフト化した。ソフトは固定費がほとんどを占め，変動費はわずかであ
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回収件数： 185社（3月 20 日締め切り）










































口ム三川.I- 5以0歳上 4程5歳度 4程0歳度 3程5歳度 3程0歳度 2程5歳度 以20 歳下 不明
業 185 
。 3 20 45 64 48 1 4 従 員 100.0 0.0 10.8 1.6 24.3 34.6 25.9 0.5 2.3 
185 14 36 64 55 6 。 9 事業リーダー
100.0 0.5 7.6 19.5 34.6 29.7 3.2 0.0 4.9 
185 3 24 56 66 32 。 。 4 管 理 者 100.0 1.6 13:0 30.3 35.7 17.3 0.0 0.0 2.2 
185 20 54 52 44 11 。 。 4 経営トップ
100.0 10.8 29.2 28.1 23.8 5.9 0.0 0.0 2.2 
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コアビジネスに関して， 4 割近い企業は市場相似していない，技術が一致し
ていると回答している。（図表5を参照）。
図表 5 : 3 年前のコアビジネスと現在のコアビジネスの知識関連性
合計 全くないほとんどやゃある かなり 全く同じない ある 不明
185 18 55 40 50 11 11 市場は似ている
29.7 21.6 27.0 5.9 5.9 100.0 9.7 
185 15 43 53 52 10 12 技 柿i
23.2 28.6 28.1 5.4 6.5 100.0 8.1 
法 185 28 65 47 35 2 8 組織運営方 100.0 15.1 35.1 25.4 18.9 1.1 4.3 
IT と ITを進める支援体制
アンケートの結果，保有しているパソコンの台数，携帯電話の台数，インター
ネットの使用環境が0.5台以上となっている企業は， 54.6%, 67%, 49.7%であっ





図表 6 : 1 人あたりのパソコンの台数
合計 1台以上 0.5台程度 0.3台程度 0.1台程度 0.1台未満 不明
合計 185 54 47 43 19 21 1 
% 100.0 29.2 25.4 23.2 10.3 11.4 0.5 
図表 7 ：一人あたりの携帯電話の台数
合計 1台以上 0.5台程度 0.3台程度 0.1台程度 0.1台未満 不明
合計 185 39 













合計 1台以上 0.5台程度 0.3台程度 0.1台程度 0.1台未満 不明
合計 185 43 




























合計採用不採用不明 ム日計口 非悪常Lに悪やや 高やや非占品常し「』不明' ~＇ ~、、
a. 組織の 185 72 94 19 94 2 26 57 3 6 
フラット化 100 38.9 50.8 10.3 100 2.1 27.7 60.6 3.2 6.4 
b. プロジェク度 185 52 120 13 120 。 17 90 6 7 
チーム制 100 28.1 64.9 7.0 100 0.0 14.2 75.0 5.0 5.8 
c. 異ζ ー部ア門ノ間の 185 68 100 17 100 。 12 75 7 6 ィング 100 36.8 54.1 9.2 100 0.0 12.0 75.0 7.0 6.0 
d. オ経ー営プ情ン報化の 185 71 98 16 98 2 11 74 7 4 
100 38.4 53.0 8.6 100 2.0 11.2 75.5 7.1 4.1 
e. イン築トラネット 185 36 139 10 139 1 17 81 25 15 
の構 100 19.5 75.1 5.4 100 0. 7 12.2 58.3 18.0 10.8 
f. エクストラ 185 83.0 85 17 85 1 15 51 11 7 
ネットの構築 100 44.9 45.9 9.2 100 1.2 17.6 60.0 12.9 8.2 
g, のイ活ンタ用ー ネット 185 36 136 13 136 4 25 80 18 9 
100 19.5 73.5 7 .0 100 2.9 18.4 58.8 13.2 6.6 
H. ベ社ー内スデのー構タ築 185 62 112 11 112 1 18 72 11 10 
100 33.5 60.5 5.9 100 0.9 16.1 64.3 9.8 8.9 
i . のグル導ー入プウェア 185 140 30 15 30 1 5 16 7 1 
100 75. 7 16.2 8.1 100 3.3 16. 7 53.3 23.3 3.3 
185 112 56 17 56 。 11 34 4 7 
j .顧客価値創造 100 60.5 30.3 9.2 100 0.0 19.6 60.7 7.1 12.5 
k. その他 185 151 6 28 6 
。 1 3 1 1 
100 81.6 3.2 15.1 100 0.0 16. 7 50.0 16. 7 16. 7 
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図表13 ：組織変化の状況
全くあやや当 やや全く
A計てはまてはま半分当て その不明口 らないらない はまるとおり
185 14 34 52 60 13 12 マニュアル化等の推進
100.0 7.6 18.4 28.1 32.4 7.0 6.5 
185 5 24 63 72 16 5 コンピタンシ一等の明確化
100.0 2.7 13.0 34.1 38.9 8.6 2.7 
185 15 32 42 68 18 10 インターネット利用の増加
100.0 8.1 17.3 22.7 36.8 9.7 5.4 
185 9 35 60 53 11 17 個の自立化や突出を支援
100.0 4.9 18.9 32.4 28.6 5.9 9.2 
185 8 20 51 77 17 12 組織や管理システムの変革 100.0 
4.3 10.8 27.6 41.6 9.2 6.5 
185 19 35 42 46 21 22 カンパニー制，分社化


















合計 18 83 53 89 18 31 33 2 
% 9.8 45.4 29.0 48.6 9.8 16.9 18.0 1 
図表15 ：コア人材の必要性と比率
A日卦同 、全コ則ア材員人上が 80% 60% 40% 20% 10% 原材コ則ア要が人不上 不明
合計 185 8 12 20 38 64 38 4 1 
% 100.0 4.3 6.5 10.8 20.5 34.6 20.5 2.2 0.5 
図表16 ：人材構成
合計 % 
合計 185 100 
ほとんどゼネラリスト 24 13.0 
ゼネラリストが 3 倍以上 17 9.2 
ゼネラリスト 2 倍程度 33 17.8 
ゼネラルリスト 1/2程度 48 25.9 
ゼネラルリスト 1/3以下 44 23.8 
ほとんどエキスパート 12 6.5 
不明 7 3.8 
図表17 ：コア人材需要状況
合計 人材不足 人材充足 不明
185 137 17 31 ゼネラリスト




100.0 62.7 17.3 20 
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図表18 ：コア人材確保の方法
合計 採現在用 不現採在用 不明 過去採用状態と将来の予測過去 不明 将来 不明
年功的制度 1~~5 ．。 76 108 1件58.4 0.5 75件 2件 1件41.1 
185 167 16 2 
早 期 選 抜 61 9 146 9 
100.0 90.3 8.6 1.1 
大学院修了者 1~~5 ．。 88 96 1 30 。 77 。47.6 51.9 0.5 
採 185 135 48 2 中 途 用 100.0 48 5 121 5 73.0 25.9 1.1 
M & A で 185 38 145 2 
人 材 獲 得 100.0 10 3 34 3 20.5 78.4 1.1 
185 29 155 
そ の 他 100.0 9 2 20 2 15.7 83.8 0.5 
図表19 ：コア人材に要求される能力
合計 絶対 重要 望ましい な良い方いが 不明不可欠
185 64 87 26 1 7 一定の専門知識
100.0 34.6 47.0 14.1 0.5 3.8 
185 45 109 24 。 7 広汎な知識
100.0 24.3 58.9 13.0 。 3.8 
185 60 94 23 。 8 斬新なアイデア
100.0 32.4 50.8 12.4 。 4.3 
185 37 84 47 6 11 
理念、哲学
100.0 20.0 45.4 25.4 3.2 5.9 
185 52 83 38 4 8 
冒険心
100.0 28.1 44.9 20.5 2.2 4.3 
185 53 106 19 。 7 
撤密な計画力
100.0 28.6 57.3 10.3 。 3.8 
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組織づくり
185 53 93 30 1 8 
100.0 28.6 50.3 16.2 0.5 4.3 
会社への忠誠J心 185 
72 78 26 1 8 
100.0 38.9 42.2 14.1 0.5 4.3 
コア人材との協調 185 58 103 
15 。 9 
100.0 31.4 55.7 8.1 。 4.9 
公平さ
185 20 108 45 4 8 
100.0 10.8 58.4 24.3 2.2 4.3 
実績 185 
41 104 34 1 5 
100.0 22.2 56.2 18.4 0.5 2.7 
社外経験 185 22 78 78 
。 7 
100.0 11.9 42.2 42.2 。 3.8 
185 36 90 50 1 8 
ビジョン
100.0 19.5 48.6 27.0 0.5 4.3 
人材開発
185 42 101 35 。 7 
100.0 22.7 54.6 18.9 。 3.8 
185 22 90 66 。 7 
ネットワーク
100.0 11.9 48.6 35.7 。 3.8 
事業創造能力 185 
51 95 32 6 
100.0 27.6 51.4 17.3 0.5 3.2 
185 4 5 4 4 168 
その他





8 割以上の企業は，女性従業員数の占める比率が 3 分の l 以上であった。し
かし，事業リーダー，そして管理者の中で女性の占める割合は1/3以下であっ
た（図表20）。男女社員の能力の判断については，「財務経理」と「商品，サー






業 185 30 30 96 22 6 1 従 員
100.0 16.2 16.2 51.9 11.9 3.2 0.5 
事業リーダー 185 6 16 64 73 17 9 
100.0 3.2 8.6 34.6 39.5 9.2 4.9 
185 6 15 52 81 25 6 
管 理 者
100.0 3.2 8.1 28.1 43.8 13.5 3.2 
185 6 7 18 57 90 7 
経営トップ
100.0 3.2 3.8 9.7 30.8 48.6 3.8 
図表21 ：男女能力の比較
合計 男性 同じ 女性 不明
185 155 24 3 3 事業創造，ベンチャー
100.0 83.8 13.0 1.6 1.6 
185 143 31 8 3 企画，戦略
100.0 77.3 16.8 4.3 1.6 
185 36 62 85 2 
財 務 経 理
100.0 19.5 33.5 45.9 1.1 
185 131 44 5 5 
研 岬九恒. 開 発
100.0 70.8 23.8 2.7 2.7 
185 37 73 70 5 商品，サービス
100.0 20.0 39.5 37.8 2.7 
185 89 80 13 3 
マネジメント
100.0 48.1 43.2 7.0 1.6 
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図表22 ：女性の就労環境整備の状況
合計 整他備社がよ先り進 同業並み 整備れがる遅 不明
合計 185 17 145 16 7 

















合計 ャーキャキ ク サルタン 不明ピトクリス以リス外ト ト部門いない
合計 185 16 33 34 106 5 
% 100 8.6 17.8 18.4 57.3 2.7 
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図表24 ：実験的事業ができるか
合計 はし、 いいえ 不明
合計 185 66 116 3 
% 100 35.7 62.7 1.6 
図表25: 50%以上出資のベンチャー企業
合計 以20 上社 以10 社上 以5社上 以2社上 1社 なし 不明
合計 185 3 2 9 15 27 120 9 
% 100.0 1.6 1.1 4.9 8.1 14.6 64.9 4.9 
図表26 ：創業ベンチャー企業の業種
機電気械自動車色事バイオ コンサIT 流通 金融ルタンその他不明
ト
件数 3 4 8 25 7 8 5 15 3 
% 5.4 1.8 7.1 14.3 44.6 12.5 14.3 8.9 26.8 5.4 
注回答件数： 56件（%＝事業種／56)
図表27 ：ベンチャー以外の新事業の状況
新技術 新製品 新事業 事業なし 不明
件数 66 41 43 48 10 
% 35.7 22.2 23.2 25.9 5.4 
注（%＝件数／185)
図表28 ：新事業の中心業種
機電械気 自動車入医者援バイオ コンサIT 流通 金融ルタンその他回な答し
ト
件数 8 7 5 12 43 15 17 20 32 7 
% 6.3 5.5 3.9 9.4 33.9 11.8 13.4 15.7 25.2 5.5 
注回答件数 127件（%＝件数/127)
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図表29 ：新事業のパートナー
fート 自政治府体， 研大究学所, 企民業間 外資系 NPW その他 回な答しナ な
し NG 
件数 14 23 41 26 43 3 19 7 
% 11.0 18.1 32.3 20.5 33.9 2.4 15.0 5.5 
注 問答件数： 127件（%＝件数／127)
図表30 ：新事業の売上に占める比率






























合計 以100上0 500程度 lOOfi口度 50程度 10以下
件数 127 4 3 10 28 56 












機電気械自車動介医護療’ノ〈イオ IT 流通 金融ルコタンサンその他守な画し 不明
ト
件数 13 10 16 34 48 20 30 44 42 11 11 
% 7.0 5.4 8.6 18.4 25.9 10.8 16.2 23.8 2. 7 5.9 5.9 
it （%＝件数／185)




それぞれ40% と 64.3%であった（図表34), リーダーに求められる行動力に関
しては，多くの企業が使命感に導かれた行動力と競争に駆り立てられた行動力
と答え， それぞれ78.9% と 34.1%を占めていた （図表35）。 上記の中国企業
の分析は集権型で I T に取り組む中国企業というイメージが浮かぶのではない
かと考えられる。
図表34 ：リーダーに求められる人脈など （複数回答）
有知多識彩ネなッ 強同ト質いだネがッ カダリーたスにネマ導ッリかー 不ネッ特ト定ワのー
トワーク ワークれ ットク
件数 74 23 119 27 


































中国 2001年1月 25 日～3月 20 日
日本 2001年1月 25 日～2月 20 日








中国 185社回収率17.0% (16.99%) 
北陸 172社回収率28.1% (28.06%) 
富山 78社回収率35.3%











中国企業は製造が50社（27.0%), I Tが30社 (16.2%），流通が27社（14.6%)
であった。
北陸企業は製造が85社（49.4%），流通が29社 (16.9%), I Tが10社（5.8%)
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であった。
6 ）規模（Q 3) 
中国企業は100人以上（300人未満）が40社（23%), 1千人以上（5千人未満）
が33社（18%）が多く， 10万人以上6社（3%), 1万人以上 (10万人未満） 12社

























































































顧客価値創造（s c M等） 中国企業は60.5%の企業が採用していたのに対
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して，北陸は12.8%と低かった（Q12-10）。
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~ 、。 1997年時点では，女性就業者数は女性の就業年齢者の85%を占め，世界平
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図表 1 5 つの課題と解決手段
半目就業教育 貧富の差 女性の権利 女性の政治分野拡大 水準向上 解消 と利益保護 参加率向上
促進と女性 。 。 ム ム ム
の IT化支援
企業と連携
し社会問題 。 ム ム 。 ム
解 決
実験モデル
を作り広報 。 ム ム 。 。
普及させる
プラットフォー

















市のワースト 1 0 に中国の都市はいくつも入っているO この文国①らの支援活
動は経営学的には産業創造のプラットフォーム活動であり，やがて環境破壊の


























は8月から始まるが，女性の方が就職決定は早L 、。 3 ヶ月で女性は決まってしま
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口 1 台以上口0.5台程度口0.3台程度口0.1台程度 0.1台未満
8) 1人あたりの携帯電話の台数
口 1 台以上口0.5台程度口0.3台程度口0.1台程度 0.1台未満
9) 1人あたりのインターネット使用環境






































































1 不足している 口 口
























































































全くないほとんどやゃある かなり 全く同じない ある
市場に関する知識関連性 口 口 口 口 口
技術に関する知識関連性 口 口 口 口 口
組織運営に関する知識関連性 口 口 口 口 口
34）最近 3 年間の企業内およびグループ内の組織の変化についてお伺いします。
それぞれの設問につい最もあてはまるもの 1 つを選んでくださ L'o 
全くあて ややあて やや 全く
はまらないはまらないあてはまるそのとおり
組織のフラット化 口 口 口 口
マニュアル化・ド、キュメント化・データベース 口 口 口 口化を推進している
職務要件やコンピタンシー（成果に直結する 口 口 口 口行動特性・発揮能力）を明確化している
ネットワーク上での仕事を拡大している 口 口 口 口
個の自律化や突出を支援・促進している 口 口 口 口
組織や管理システムの変革を加速化している 口 口 口 口
カンパニー制，分社化を推進している 口 口 口 口
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35）最近 3 年間に実施した，知識の共有化・同時化のための手法について採用・
不採用のいずれか 1 つを選び，採用している手法についてはその効果として最




組織のフラット化 ロ 口 口 口 口 口
プロジェクトチーム制度 口 口 口 口 口 口
異部門間のミーティング等の場 口 口 口 口 口 口の設定
経営情報のオープン化 口 口 口 口 口 口
イントラネットの構築 口 口 口 口 口 口
エクストラネットの構築 口 口 口 口 口 口
インターネットの活用 口 口 口 口 口 口
社内データベースの構築 口 口 口 口 口 口
グループウェアの導入 口 口 口 口 口 口
コンカレントエンジニアリング・ 口 口 口 口 口 口サプライチェーンマネジメント
その他（ 口 口 口 口 口 口
36）企業を運営している目的はなんですか（合計100% ）。
株主価値 %，顧客価値 %，社員価値 %，社会価値 % 
8. 女性の活用
37）従業員における女性の比率はどうなっていますか？






口三分の二以上口半数程度口三分の一程度口 1 0 %以下
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